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会社を支配するものは誰か
「会社を支配するものは誰か」とLづ論題
は経営者支配論に対するマルクス主義の立場
からの重要で，影響力ある批判である1)。こ
の間いに対する満足のいく回答はまだ与えら
れないままである。経営評論家にとってこの
問題は，特定の個人を指示すれば足りる問題
である。そのような個人は，その個人の資質，
能力，卓越した指導力，強烈な個性，あるい
は身体的な威圧を加えるゆえに，支配的な地
位をしめたものとみなされている。おそらく
経営ジャーナリストが，デェネラル・エレク
トリック社(GEC)のワインストック卿(Lord
Weinstock)や松下電器の松下幸之助氏にっし、
て書くときのおそらく支配的な見解であろう。
このような人物がかかる見解を醸成したとも
L、えよう。しかし， よく考えてみると，その
ように個性の強L、個人も，彼等の行動の手段
や条件を提供している社会関係の大枠の中で
しか権力を行使できないことに気付くであろ
う。企業家，経営者そして金融資本家(finan-
cier)は，その権力をその特定の個人的特性
に依拠しているわけではない。むしろ彼等の
権力は，彼等が経済の中で占めている地位，
絶えず変化し，かつ構造的に規定されている
地位に依存しているのである。彼等の個人的
な性格や資質がそのような地位を得るのに役
立ち，その力を増すのかもしれない。しかし，
構造的地位こそが最重要である。彼等の地位
なしには，個人的な権力をふるう重要な基盤
を持たないのである。
1 ) R.Fitch and M. Oppenheimer，‘Who rules 
the Corporations ?'， Parts I-II. SociaZist 
Revolution， 4-6， 1970. 岩田厳雄， 高橋昭三
『だれが会社を支配するか』ミネルヴァ書房，
1978年。
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このような権力が個人の資質によるという
見解から，研究者も必ずしも自由であるとは
言えないが， しかし，権力の行使は構造的な
規制を受けているのであって，またそのよう
な規制の枠組を解明することが社会科学者の
責務であると一般に承認されている 2)。この
理由から，こうした構造関連の中でその地位
を代表し，表現化する限りにおいて，研究者
は特定の個人に関心を持つのである。1"会社
を支配するものは誰か」という問いに対して
様々な解答がなされるのは，社会的な諸関連
の構造についての特定の見解に対応するもの
とL、えよう。この領域を支配する理論は三つ
あって，それぞれが異なった解答を有してい
る。
「誰が支配するかJ:
三つの見解の比較
古典派経済学にとって「誰が支配するか」
という問いは問題となり得ない。そこでは，
経済分析は「企業家('entrepreneur')Jの役割
に基づいて行われているからである。なお社
会科学の中で重要な地位を占める古典派経済
学は，資本家とL、う企業家がその所有する会
社を指揮するものと前提し，近代の大規模企
業の行動を分析する時にこの見解を修正する
明白な理由がないものと考えるからである。
従って， 1"会社を支配するものは誰か」答え
は企業家である。
2)権力に関する個人主義的見解あるいは， I非
物質的」見解に対する批判については下記を参
照されたL、。 J.H. Levine and W. S. Roy， 
‘A Study of Interlocking Directorates'， in: 
S. Leinhardt， ed.，. Symposium in Social Net-
works， New York: Academic Press. 1977. 
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古典派経済学に対する批判者は，資本主義
経済の基本的構造変化を指摘し，この解答に
は満足しない。二つの相対立する解答が提案
されている。即ち，産業社会に関する自由主
義者の理論と資本主義社会に関するマルクス
主義者の理論とである。
産業社会に関する理論にとって，近代の会
社の出現は，所有の支配からの分離を生んだ
極めて重要な事実である。経営規模の拡大は
もはや個人の企業家やその一族で資金を調達
しえないことを意味する。資本は株式市場で
多数の個人から調達されねばならなくなり，
何びとといえども，自ら株式を所有している
会社に対する支配権を行使することはできな
くなった。家族資本主義 (familycapitalism) 
は経済活動の拡大に伴って破壊され，専門の
サラリーマン経営者(雇用経営者〕が会社支配
の最も重要な参与者となった。経営者によっ
て占められる役職が，その権力の基礎である。
例えば，ガノレプレイスは，生産規模の拡大か
ら株式の分散が生じ，その結果無限の資本の
プーノレを必要とし，時とともに一族の持株が
細分化する傾向が進行すると論じているの。
その結果，個々の株主は会社の経営に対する
影響力を失う。同時に経営に関する専門知識
と経験とが意思決定に当って要請され，大企
業はそのような知識を蓄積し，調整する方法
を工夫する。従って，会社が必要とする特定
の知識を有する者のうちから経営者を補充し，
経営者の全階層がいわゆるテクノストラクチ
ュア (Technostructure)となる。現代の企業を
支配するものは彼等である。 r会社を支配す
るものは誰か」その答えは経営者 (manager)
である。
他方，資本主義社会に関する理論は，所有
が今なお会社支配にとって決定的に重要で、あ
3) J. K. Galbraith， The New Industrial State， 
Second Edition， Harmondsworth: Penguin， 
1974 (Originally 1967). 都留重人訳『新い、
産業国家』河出書房新社， 1972年。
ると理解する。しかし， 19世紀の企業家に替
わって金融家が大企業を支配する。企業の証
券取引所に対する依存度が増大するにつれて，
金融制度の枢要の地位を占める者が，その制
度によって動員される資本に固有の権力のす
べてを事実上行使できる。この見解の典型は
メンシコフである 4)。彼は，株式会社とLづ
企業形態が資本主義的諸関係を基本的に変容
させた基礎である点では経営支配論者と同意
見であるが，その帰結が経営者支配の体制で
はなく，金融資本の体制であると論じている。
株式会社は生産と銀行双方の独占形成を通じ
て，経済活動の巨大な集中を許し，この二つ
の領域は緊密に結合されている。金融資本の
体制は競争し合う金融集団を構築し，それぞ
れのク'ループ内では，それぞれの企業が，株
式所有と役員兼任とによって，その活動を調
整する共通の銀行に結び合わされている。そ
して，極めて裕福な資本家の一族が，直接の
株式所有と銀行との結合とを通じて，これら
のグループを支配する「金融資本家」として
機能する。富裕な金融家の金融寡頭的支配が
会社制度の中心に認められる。 r会社を支配
するものは誰か」答えは金融家である。
そこで，同じ質問に対して三つの異なった
答えが与えられた。即ち，会社の支配者は，
財産所有の権力を行使する「企業家J，役職
上の権力を行使する「経営者J，資金源泉に
固有の権力を行使する「金融家」と三様に描
かれている。これら三つの理論には，それぞ
れ基本的な混同が認められることを明らかに
したい。就中，私は支配(control)とは「事実
上Jの法的関係と理解すべきであるのに対し，
指揮統制 (rule)とは意思決定への現実の参与
と理解すべきであり，このように「支配Jと
「指揮統制」とを識別したい。
4) S. Menshikov， Millionaires and Managers， 
Moscow: Progress Publishers， 1969. 太田
譲訳『アメリカ金融寡頭制の構造』ミネルヴァ
書房， 1974年。
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「権力JI統制JI支配」
「支配」とL、う概念と「統制」とL寸概念
との関係は，上記の三理論の認識するところ
より透かに複雑である。このことをより十分
理解するために，概念上の重要な区別がなさ
れねばならない。研究者は，パーリとミーン
ズが「支配」とは権限の現実の行使よりも構
造上の関係であると述べた事実のを見失って
いる。パーリとミーンズは，資産の「所有」
とそれらの資産を「使用」する能力の統一を
前提とする「所有の伝統的な論理」が株式会
社6)によって解体されたと論じてし情。この
理由から株式会社の権力問題は「所有権」そ
れ自体の問題ではなく，むしろ「支配」の問
題なのである。株式会社において，株式の所
有者は，配当を受取り，企業の業務について
議決権を行使する権利を有するに過ぎない。
資産を所有し，法的に責任を持つものは会社
自体である。 r資本」を提供する者(所有者〉
は会社資産の運用に対する支配について直接
の関係に立つものでは必ずしもない。勿論株
式所有が支配と無関係というのではない。断
じてそうではなし、。論点はかつての所有関係
との統ーが株式会社の導入によって解体され
たということであり， r事実上」の再統ーは
企業活動の社会的，かつ経済的脈絡と関連す
るものである。
それ故に，支配とは，所有 (property)と類
似の社会経済的構造上の関係と見倣さるべき
ものである。即ち，所有が法的 (dejure)関
係であるのに対し，支配とは構造上の関係で
あって，特定の範曙の所有者が，株式会社自
5) A.A. Berle and G. E. Means， The Mode門 Z
Coγ-poration and Private Property， New 
York: Macmi1an， 1974 (Original1y 1932). 
北島忠男訳『近代株式会社と私有財産制』文雅
堂書底， 1958年。
6)本稿において，私は「株式会社ぐJointStock 
Company')Jと「会社 (Corporation)JとL寸述
語を相互互換しうるものとして用いている。
体に委ねられた権力を動員する事実上の能力
を持つものである。例えば，過半数持株支配
や少数持株支配は，特定の代理人集団 (group
of agents) [支配者 (controller)]に，会社が所
有する法律上の所有権を行使できる潜在的な
力を付与する諸関係の仕組みなのである。支
配者は，年次株主総会やその他の株主の討論
の機会を取り仕切る権限を通じて，取締役会
の構成を決定することができる。取締役会の
構成を決定することができるから企業の経営
首脳(実務担当重役達〉による企業戦略の策定
や遂行を強制することができる。
私の論議は， r支配」とは株式の所有構造
に依拠し，究極的には株式所有に付随する諸
権利に根差すものと捉えることである。融資
を通じて銀行家が及ぼす影響を「支配」権を
彼等に与えると考えてはならなL、。融資は提
供者をその会社の「メンバー」にはしないし，
会社資産の使用についてのいかなる権利をも
通常伴わないのである。融資の提供者は，融
資先企業の返済が滞る時にのみ資産を差し押
さえ，処分することができるのである。従っ
て，いかに銀行家が有力であり，会社支配に
影響力があろうとも，貸付資本は会社資産の
運用上の支配の基礎たり得ないのである。直
接の株式所有のみが支配し得るのであるの。
私の主張は，この「支配」は財産法という，
より広範な枠組の中での会社法の体系によっ
て付与された潜在的な権限に制約されるとい
うことである。
このことは，支配する者が日常の，意思決定
全てを現実に行うということではない。支配
者はこの権限を持ち，この潜在能力を持つが，
彼等はそれを自ら行使することを「選択」し
ない。もし仮にこの支配権を行使をしようと
しないか， もしくは，部分的にしか行使しょ
7)社債 (debenture)と借入資本(loancapital)の
範鴎は制限された支配権を与えるかも知れない。
個々ケースについて直接検討しなければならな
L、。
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うとしない場合，権力の空白を生じさせ，非
支配者が台頭して，支配権を侵害するかも知
れない。しかしながら，そのような権利の侵
害は，極めて不安定なものであり，支配者は
再び権限を主張し，その権限の十全な行使を
選択する。
かかる理由から，私は支配 (control) と指
揮統制 (rule)の区別を導入したし、。1"支配」
が構造的に明確にされた能力であるのに対し
て， 1"指揮統制」とは意思決定に関する権限
の現実の行使と見るべきである8)。企業の最
高指導者とは，企業戦略を現実に決定し，そ
れが実施される枠組を設定する者である。彼
等が焦点を置いているところは会社の重役室
であり，その周辺の組織である。最高指導者
とは，チャイルドが「支配的連合 (dominant
coalition)j呼ぶところのものから構成されて
L、るの。彼等こそ，企業のなかの精力的な指
導者グループである。会社の指揮監督に当る
指導者クソレープの構成は多様である。そこに
は支配者から意思決定権を委任された数人の
役員を含むこともあり，また権限の行使を侵
害された企業内外の利害関係者を含み，支配
者自身，またはその代理人をも合むこともあ
る。会社の最高指導者達がどれ、うものかと
いうことは，誰が会社の支配者であるかとい
うことを知っても明らかにならない。1"最高
指導の執行者(agentsof rul巴)jは「支配権の
保持者(holderof control)jと必ずしも一致し
ない。しかし，最高指導クソレープの構成は，
8)支配と指揮統制との区別をしないために，研
究と分析において，拙著を含めて混乱が生じて
L、る。 J.Scott， Corporation， Class， and Cap-
italism， Second Edition， London : Hutchinson， 
1985.中村瑞穂，植竹晃久監訳『株式会社と現
代社会』文真堂， 1983年。
9) J. Child，‘Organisational Structure Envi-
ronment and Performance'， Sociology， 6，1972. 
また， R. A. Gordon， Business Leadeγsh争{河
the Large Corporation， New York: Brookings 
Institution， 1945.平井，森訳『ビジネス・リー
タeー シップ』東洋経済新報社， 1954。
会社の支配状況によって制約されている。勿
論，支配者は意図的であると，無意識である
とに拘わらず，支配と指揮統制の間のさけめ
を作ることがあるが，その支配を効果あらし
める能力を保持している。
支配と指揮統制の区別は， 1"権威」と「統
治」の区別と類似のものである。日本の国家
についての例証からこのことを明確にするこ
とができる。郎ち，天皇は儀礼上の元首とし
ての権威と正当性についての究極的根拠を常
に保持しているが，統治の権限は屡々藤原氏
(関白〉や，後には源氏，徳川i家の将軍に委
譲されたり，纂奪されてきた。天皇が国家の
権威を保持しているのに対して，将軍は日本
臣民を現実に支配してきた。勢力の均衡は時
に変動したものの，数百年にわたって事態は
安定していた。政情が不安となり，将軍が弱
L、時に，天皇は政治的な統治の上で大きな役
割を果たすこともあり，また天皇が若く，弱
L、時には，将軍が事実上天皇を無視すること
もあり得た。このような事態は，統治から権
威の完全な分離を示していて，統治の実権を
取り戻そうとする天皇が直面する困難をよく
反映してL叩。しかし，栄枯盛衰にも拘わら
ず，天皇の権威の法的枠組は不変であった。
1868年の明治維新は，権威と統治の再統ーの
ための政治的，経済的条件を創出しつつ，
「天皇の親政の回復〔大政奉還)Jの基礎の上
ト苧命を遂行したのである。勿論，少年の明
治天皇が統治の実権をすべて掌握したという
ことではない。天皇の権威が再確認され，支
配体制の中で天皇の役割が確定したのである
が，統治の権限は皇室と元勲との聞で分割さ
れたのである。
ここで私が論じたことは，所有と支配とは
意思決定についての正当な権限を付与する法
的に是認された権威の特定の事例と理解すべ
きであるということである。これらの権限の
実際の行使一一指揮統制一ーが，支配の構造
と一致する関係にあることは稀である。両者
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の希離は様々の違いがあり，支配的な経済条
件，政治条件が許容する権限の委譲や侵害の
度合いに規定される。しかし，指揮統制は偶
発的なものであるが，所有と支配とはそうで
はなL、。所有者と支配者に権威を付与する法
的構造を国家権力が維持する限り，所有者と
支配者とは，可能な法的機構を通じて彼等の
権限を再主張することを選ぶことは常に可能
なものである。指揮統制の権限を不法に保持
する者は，あるいは権限を委譲された者は，
そのような法的根拠を持たず，その地位を保
持するためのより確実な要素に依拠すること
ができない。
前記の三つの理論的主張のいずれも，特定
の指揮統制の執行者の一人，即ち，企業家，
経営者あるいは金融家の一人に注目していて，
それぞれの理論は，その権力が特定の構造的
資格に根差すことを示そうとしている。私は
社会構造と代理関係との関連を完全に再検討
したいと願っているが，これらの理論が提示
する構造上の立場を措きたい。仮にこれらの
諸理論が，そのままでは妥当しないにしても，
支配と指揮統制との関連について多くを語っ
ているからである。古典派経済学は「財産の
所有権」即ち，企業家が権限の行使を可能と
する個人の所有，家族の所有にその注目を集
中したのである。産業社会に関する理論は，
主に「役職保持」に関心をもっていて，企業
の経営管理機構の中において経営者の地位を
占めることを経営者権力の基礎と見倣そうと
してし喝。資本主義社会に関する理論は金融
的方策の獲得の容易さに最大の注意をは加、，
金融仲介業内部の役職を保持する者が企業聞
の投資と預金に内在する固有の権限を動員で
きるものと論じている。
これら三つの社会構造上の立場，即ち財産
所有，役職，金融的方策の獲得の容易さは，
分析上それぞれ識別し得るにすぎないのであ
って，会社支配に関する見識ある論者は特定
の状況下において，それらが相互に関連しあ
っているとの認識を持っている。例えば，パ
ーリとミーンズは私有財産の古典的形態が排
他的に財産所有に基づくことを認めるが，
「過半数持株支配」がこれら三つの立場を一
身に集める個人的所有の形態であったと認め
ている。株式会社制度を用いることによって，
古い同族企業は株式所有を利用して一族の者
に重役の地位を確保し，同族会社として存続
してきた。その結果生じる財産所有と役職保
持との統合は，会社の意思決定に重要な影響
を与え，議決制度の掌握能力が彼等自身所有
していない株式に内在する権限を手に入れさ
せるのである。
「支配」と「指揮統制Jを分けて考えるこ
とは，同族支配の企業の権力行使におけるさ
まざまな形を理解するための一助となる。
「典型的」同族企業においては支配的な一族
は取締役会に代表者を送り，経営首脳の選任
を監督するであろうし，その結果企業が効率
よく，かっその一族の利益に添うように経営
することを確実とする。しかし全ての同族企
業がこの形態ではない。ある場合には，家族
は経営首脳の選任や行動について最低限の監
督権を行使するにとどめるために，そこで彼
等の権限の多くが侵害されることがある。こ
のような場合の多くでは，一族は会社の指揮
統制に全く消極的であって，それが侵害され
ても黙認しているのである。
この過程について最も明確な例として，別
の機会に報告したギネス醸造グループの最近
の事例が挙げられよう 10)。ギネス社は，長年
にわたって一族が支配した歴史があり，完全
な個人所有支配から，過半数持株支配を経て，
少数持株支配へ推移したのである。取締役会
は，一族によって占められていたが， 1970年
代までは，会社の支配権の行使については消
極的であった。他方経営陣は無能で，会社指
揮統制にあたって強力ではなかったので，会
10) J. Scott，‘Entrepreneurial Capital in Japan 
and Britain'.今回の日本における講演である。
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社はその方向を見失っていた。そして，極度
の資金逼迫からより強力な最高経営者が迎え
れ，事態が変わり始めた。新しい経営者は一
族の権力を奪取するための基礎として，その
役職上の権力を利用することができた。消極
的な一族の株主はこの事態を黙認せざるをえ
ず，最高経営者は会社の資金源を動員して，
さらに会社指揮統制の権限を増大した。
会社間持株制度と会社の指揮統制
一族が支配する企業の権力行使は「支配」
と「指揮統制」との区別から理解できる。し
かし，この区別が企業組織の別の形態の理解
に有用で、あろうか。現代資本主義は「非個人
的所有」としづ巨大な組織の拡大を内包する。
従って， r会社を支配するものは誰か」とい
う問題の非個人的所有の体系とL、う点からの
検討が必要となる。これは，マルクス主義者
の研究者の主張，即ち，会社聞の持株制度の
増大が金融家によって支配される大利害集団
の形成に結果するとし、う主張にてらして重要
である。私は，英国における非個人的所有の
発展を歴史的に考察することによってこの問
題に接近したし、。私は利害集団の存在の証拠
を求め，今日の英国における非個人的所有の
特定の形態を求める。
非個人的所有とは，会社聞の株式所有の組
織的利用の結果である。英国における非個人
的所有(即ち会社間の株式所有〉の最も古い形
態は，共同の資金醸出 (syndicatefinance)の
慣行に始まる。それは，多数の投資家のそれ
ぞれが一つ以上の会社に投資するのである。
その嘱矢は中世の商人であって，貿易商組合
を結成し，冒険的な海上交易に従事するとき
にこの方法を用いたし，また，この方法で，
多数のロンドンの商人は1694年にイングラン
ド銀行を設立したのである。この慣行が19世
紀中英国の海外投資の巨大な拡大の基礎とな
り， より多くの投資商会は株式会社形態を取
るようになった。しかし乍ら，この時期の決
定的な革新は投資信託会社の創設で，会社間
株式所有のかなり重要な分肢でもあった。
投資信託会社や類似の投資機関が1860年代
に出現し，その創設者達が共同投資団結成の
プロモーターとして活躍した。しかし，一般
的に投資信託は，単一で、孤立した事業として
は形成されずに，むしろ，信託が複合的投資
組織の要素となる傾向にあった。一群の投資
家が多数の投資信託に投資し，その各々が弁
護士や，会計士，株式仲買人の会社，あるい
は国際投資銀行 (MerchantBanker)によって
提供される管理・運営のサーヴィスによって
結びつけられていた。共通の管理機構の下に
おかれた信託は順次同一集団内の目標とした
諸会社に投資し，グループ構成の信託会社が
たがいに資本の相互持合いの関係 (cross-
holding)を取り結び，最強の投資集団を構築
したのである。集団内では， (投資〕信託は，
法的には独立していたために，協調的な共同
投資の実態は隠されていた(第一図参照〉。か
くて，共同出資(資金提供〉が会社間持株制
度の階層的構造を構築し，広範な投資グルー
プの形成を可能にしたのである。
この金融革新を基礎に，会社聞の株式所有
の原理が他の領域に拡延し，階層的クやループ
の頂点に立つ者にこれまでの個人的所有，役
職保有に比して比肩しえないような権力を与
えることになった。彼等の権力は，会社聞の
第一図 投資信託集団の単純モデル
巨亙匡五日~ 1 [p] ~1 
¥/¥/¥/ 
直三百
~/ 
ヨヨコ
→株式所有関係
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持株制度から獲得される財務的方策に決定的 な比率の株式で会社実権を掌握し，会社聞の
に依存していた。 株式所有によって巨大で、複雑な企業クツレープ
事例 1 :キノレサント グループ
オーウェン・フイリップス，後〉のキルサン
ト卿 (OwenPhilipps， Later Lord Kylsant)は
第一次世界大戦中と1920年代の海運界の大立
て者であった。かれは各分野，投資，保険，
化学工業，石鹸工業，清涼飲料，セメント製
造で活躍する兄弟の一人であった。長兄のジ
ョン，後:のセント・デェヴイッズ卿， (Sir St. 
Davids)は， キノレサントが権力を登り登りつ
めていくにあたっての中心人物であった11)。
セント・デェヴイッズ卿は1890年代に，投資
信託の分野で積極的であって，信託聞での相
互持合いを構築し，海運，鉄道，セメント，
電力，運輸に対する投資を統合しつつあった。
キルサントは，兄弟の後援を得て，様々な船
会社を設立し， 1903年には重要な「王立郵船
会社 (RoyalMail Steam Packet Company)の
取締役となった。
キルサントは， I王立郵船」を事業運営の
要とし，様々な海運会社，投資会社を統合し，
さらに他の会社を支配するに足る持分を買収
していった。彼の中心的やり方は，資本調達
方式を変更し，少数の議決権株，遥かに多数
の無議決権株と債務証券を発行させた。この
ようにして，キルサントは全資本のごく僅か
11)混乱を避けるために，この兄弟を「キルサン
ト」と「セント・デェヴィッズ」とここでは，
呼ぶこととする。兄のジョンは1908年に爵位を
継ぎ，弟のオーウェンは1923年に継いでいる。
詳しくは下記を参照されたい。 E.Green and 
M. Moss， A B叫siness01 National Impor-
tance: The Royal Mail Shipping Group， Lon-
don : Methuen， 1982， P. N. Davies，‘Business 
Success and the Rule of Chance: The 
Extraordinary Philipps Brothers'， Business 
History， 23， 1981. J. Scott，‘John Wynford 
Philipps'， Dictionary 01 Business Biography， 
Oxford: Batsford. 
を急速に築いた。
この方法でキルサントは，個人的な富や役
職保有のみでは到底実現できないような方法
で彼の会社を統括することができた。キルサ
ントは，極めて有効にこれら三つの機構上の
資格を結び付けた。彼は，様々な会社群の常
勤，非常勤の役職に就任し，個人的な所有を
会社聞の株式所有で補強した。 1925年例えば，
キルサントと彼の提携者とは「王立郵船」の
議決権株の33%を所有し，残りの33箔を傘下
の会社に所有させていた。このク命ループ組織
は，その構成会社間で資本の循環，再循環を
含むものであった。各会社は互いに配当金を
支払い，従って，成功すれば相互に補強し合
うことになったが，不幸にして失敗すれば，
同様にグループ内でそれを増幅させることに
なった。
1927年，キルサントは「白星海運J(White 
Star Line)をアメリカ人の所有者から買収す
ることに同意したが，この買収資金の調達が
グループの財政的危機と偶然一致した。西ア
フリカ貿易の不振が一つの大会社群の利益の
暴落となり，これがこの収益に依存していた
会社群の収益減に結果した。利潤の循環は損
失の循環と変わっていった。その結果生じた
株価の下落は資本の再構成では補えなかった。
というのも，資本の大部分はグループ内に保
有されていたから，社債権者(債権者〉や銀行
家からの圧力によって，審理をうけることと
なり，その結果，グループの困難な状態を不
適切な経理報告で隠蔽していたことが明かに
なった。キルサントは会社法の違反の廉で投
獄され，グループは崩壊し，イングランド銀
行やその他の有力銀行，金融機関の手で再建
された。
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事例 2:フィリップ ヒJレ
グループ
フィリップ・ヒ Jレ(PhilipHi1l)は1873年に
生まれ，その経歴は不動産業に始まる。彼の
事務所は，シティでなく，ロンドンのウエス
ト・エンドにあり，ロンドンのシティの銀行
や金融機関の助けを借りずに商業用不動産を
取り扱っていた。商業用不動産の取引に関係
していたところから，製薬業を営みかつ音楽
愛好家でもあったビーチャム家(Beecham)と
接触を持つようになった。ビーチャム家は一
群の実業家を取りまとめてコヴェント・ガー
デンのオペラ劇場と周辺の土地を購入した。
フィリップ・ヒルは製薬会社とコヴェント・
ガーデン会社の証券発行業務をそれぞれに確
保し，その収益から1932年に，小規模ではあ
るが投資銀行を設立したのである。
ヒルは，会社金融というこれまで未開発の
分野で急速に名声を馳せた。同じくシティ外
の「イーグル・スター保険会社j(Eagle Star 
Ihsurance)の後援を得て， ヒノレは，造醸業，
薬剤小売り業， rホウカー・シドレイ工業会
社j(Hawker Siddeley Engineering Company) 
「ランク食料会社j(Rank food concern)を含
む多数の会社の設立の証券発行業務に関与し
た。いずれの場合にも，ヒルと彼の関連会
社は，彼等が助言を与えた会社に深く関与し
た。
ヒJレの事業は， 1942年彼の死後も存続する
ほど安定したものであり， rイー グソレ・スタ
ー社」との提携は，指導力の維持存続を保証
した。 rイーグル・スター社」のエドワァー
ド・マウンテェイン!lØ~(Sir Edward Mountain) 
は，フィリップ・ヒルの銀行業務と投資業務
を明確に別法人に分離し，それぞれの会社と
自分の会社とを株式の相互持合いで結びつけ
てクツレープを再建したのである。このことに
よって，このグループは極めて安定し，戦後
期の拡張と多角化が保証された。ケネス・キ
ース (KennethKeith)が新しL、最高経営者に
迎えられ，このグループを二つの国際投資銀
行 (MerchantBanker)の買収を通じて拡大し
た。その一行はシティの「外国為替手形引受
業者委員会(‘AcceptanceHouse Committee')j 
のメンバーであった。このことによって，こ
のクツレープはシティの桧舞台に躍り出て， そ
の隆盛は， 1965年，かの有名な M.サムエル
(Samuel)の銀行業務の買収においてその頂点
に達した。このク'ループの銀行業務は「ヒル
・サムエノレ社 (Hi1l Samuel)jの名の下に，
投資業務は「フィリップ・ヒル投資信託会社
(Philip Hi1 Investment Trust)J (以下PHITと
略す〉の名の下に統括され， 相互持株制度で
結合され続けたが， 1980年代始め，ケネス・
キースの引退に伴って「ヒル・サムエJレ社」
とPHITが分裂し「イークツレ・スター社」は
「英米煙草工業会社(BritishAmerican Tabaco 
Industries) jに買収された12)。
「ヒ Jレ・サムエル」クゃループは，比較的小
規模ではあるが，戦略的な持株制度によって
産業界とも結びついた。しかし一，ニの例外
を除けば，キルサントが達成したようなピラ
ミッド状のグループ支配構造を構築したわけ
ではない。フィリップ・ヒルと彼の後継者か
らみれば，緩やかな参与と影響力行使の仕組
みが成長し，長期的にはより安定したもので
あった。しかし，このグループの財政面での
心臓部では緊密な会社聞の持株制度が重要で、
あった。サムエル一族は， 「ヒノレ・サムエル
社」の少数持株支配を確保し，マウンテェイ
ン一族は， rイーグノレ・スター社」の支配に
影響力があった。しかし，グループ支配の要
は，企業間持株制度の形態であった。 PHIT
とその関連する投資信託グループは「ヒル・
サムエJレ社」に対する少数持株支配を共同で
12)ヒル・サムエノレ社は， 後に TSB (Trustee"~ 
Saving Bank)銀行グループiニ買収された。
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確保し， rイークツレ・スター社」対しては一
定の株式を所有すると共に，ヒル・サムエル
が「イーグJレ・スター社」と「ヒル信託会
社」の両者の株式を所有した。しかし， rヒ
ル・サムエJレ社」の持株制度の基礎は，それ
自体の権利に基づくものではなく，投資を委
託した者の代理として管理するものであった。
共同管理下のユニット型信託や「ヒル・サム
エル社」が長年にわたって参与してきた企業
を含めて，多数の産業経堂の年金基金が，グ
ループ構成を強化する重要な手段であった。
会社聞の持株制度の上に構築された企業グ
ループの諸例は，戦前の臼本の財閥や今日の
韓国，台湾の企業グループとある一定の類似
性を示す13)。時には特定の個人に焦点が向け
られて個人の株式所有と役職が会社間の持株
制度によって補強されていた。これらの財務
的手段を手に入れることこそが，会社のピラ
ミッド構造を構築させ，そこに資本と従って
支配が高度に結合されるのである。このよう
に，キルサントF郎，フィリップ・ヒルそして
他の多くの英国の実業家が，巨大なグループ
を築き得たのである。しかし，これが英国の
実業界では，典型的にならず，普及もしなか
った。投資信託の分野においてのみ緩やかな
グルーピイングが，真に重要であった。他の
分野では，企業グループは，周辺的でまた短
13) 1. Numazaki，‘Networks of Taiwanese Big 
Business'， Modern China， 12， 4， 1986， G. G. 
Hamilton， ，M. Orru， and N. W. Biggart， 
‘Enterprise Group in East Asia'， Shoken 
Keizai， 161， 1987.なお，本論文の要約として，
鈴木万里子「日本・韓国・台湾における企業集
団ーハミルトン論文の要約と若干の検討一」
『証券経済』日本証券研究所，第161号， 1987 
年9月。なお，下記のコメントを参照されたい。
H.K. Lee， 1 Numazaki， and Y. Ueda， Com-
ments on“Enterprise Group in East Asia". 
Shoken Keizai， 162， 1987. この英文論文につ
いてのコメントは，上田義朗『ハミルトン教授
らの論文に対するコメントの簡単な紹介J ~証
券経済』日本証券研究所，第167号， 1987年12
月。
命であった。それ故に，キルサントやフィリ
ップ・ヒノレのようなグループの出現にも拘か
わらず，英国においては会社間の持株制度が，
究極的に企業グループや緊密な株式保有の方
向に発展しなかった。それは何故か。
その理由は株式市場と金融制度との組織に
求められねばならない。戦前の日本の財閥，
戦後の企業集団は，緊密で安定したグループ
構造を達成した。その理由は，商業銀行業務
も，融資体制も，企業集団の構造的一部分を
構成しているからである。大企業集団のそれ
ぞれに，銀行，保険会社，その他の投資機闘
が中心メンバーとして存在し，高度の金融的
自足性を達成している。英国では，全く異な
る。それと違って，独立して，競争する資本
の提供者がすでに存在するとL、う環境の中で
企業集団は活動しているのである。このこと
は，個々の企業が日本では考えられない規模
で資本の提供を受けられる複数の可能性があ
ることを意味する。一般的に英国の企業はあ
る特定の銀行に金融的に緊密に結び付けられ
ることはあり得ないのである。英国の企業は
他の資本源を確保することによって，日本の
ように特定の銀行に従属することを常に避け
ることが可能なのである。
従って，英国における会社聞の持株制度に
対する主な起動力は日本で取られた方向と異
なり，英国の資本動員の特異な特徴を反映し
ている。特定の共通の要素があるので，会社
聞の持株制度は，すべての先進資本主義国に
おいて成長するとともに，異なる国民的条件
のもとで異なる様相を呈している。共通の要
素の中で最も重要なものは， r規模の効果」
と「富の(個人的所有の〉限界のもつ効果」
と名付けられたものである。企業の事業規模
が拡大するにつれて，全資本を単一の個人や
一族，個人の集団が提供するには余りに大き
くなりすぎる傾向にある。 r規模の効用」と
は，それ故に，大企業にとっては拡大された
プールから資本を引き出すことが必要になっ
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たことを意味している。このことを容易にす
るために，企業は株式会社形態をとらねばな
らない。当初の個人所有は，ますます多くの
個人が会社の株主になればなるほど希薄化さ
れることになる。この段階で「富の限界のも
つ効果」が作用することとなる。社会のなか
で富裕な人々の数は少なすぎて，成長する企
業が必要とする資本のすべてを供給すること
はできなくなった。かなりの規模で会社に投
資するに十分な余剰資金を持つ者は，上流階
級か，中産階属の上位の者にすぎなかった
し，その数は全人口の極く小さい比率を占め
るに過ぎなかった。大規模企業に基礎を置く
経済の必要とする資本は，それ故に，個人的
な投資によってのみまかなわれるものではな
L、。
企業が資本投資の他の源泉を求めるにつれ
て，これら二つの要因が個人的所有を弱める
ことになった。このことは，それぞれの経済
力の違いはあるにしても，すべての資本主義
経済に一般的な傾向であると私は考える。国
による相違は，その国民経済の中で大企業の
占める比重や上流階級，中産階級の規模と富
によるものである。英国に比して，アメリカ
合衆国における個人的投資の比重が相対的に
重いことは14)合衆国における大企業の卓越に
も拘かわらず，アメリカの上流階級，中産階
級が英国に比して，より富裕であり，多数で
あることを示すものといわねばならない。
英国では，拡大する企業がその資本を現存
する金融制度に求め，その制度もまた徐々に
ではあるが，会社の株式への投資に一段と積
極的に応じていくようになっている15)。会社
14)家族支配と参与に関する証拠については下記
拙著を参照されたし、。 J.Scott， Catit alist Pro-
terty and Financial Poweγ， Brighton: Wheat-
sheaf， 1986， pp. 143-5.現代企業研究グルー
プ訳『現代企業の所有と支配一英・米・日の比
較研究一』税務経理協会， 1988年(予定).
15) J. Scott，‘The City of London and British 
Industry'.今回の日本における講演である。
聞の持株制度は， r機関」資本の基礎の上に
成立したが，当の機関資本が企業集団の形成
を困難にした。金融機関は出現した企業集団
の利害に対立する独自の利害関係を中心とし
て行動する。ク@ループが外部資本を必要とす
る時にはいつでも，機関によって提示された
条件に従うだけで資本を利用するができた。
例えば，キノレサント・グループの諸会社の救
済と再建は，グループを別々の企業に分割す
る内容を持ち，それぞれの企業は，様々な金
融機関から融資を受けたのである。
個人的所有から非個人的所有への移行の上
で極めて重要な力となった英国における会社
聞の持株制度は，第二次世界大戦後ますます
「機関(所有)J形態をとった。「市民」と
「福祉」とL、う政治理念が，年金と保険給付
とL、う特定の形態の採用となり，そのことが
機関の地位を強化することになった16)。国家
も，私的な保険や投資制度によって資金を確
保する企業年金制度の設定を奨励した。これ
ら年金制度は分担金制度で運用され，分担金
は投資資金を増大させ，投資に対する利潤で
年金制度の加盟者の年金支払いに応じるよう
に支出されたのである。この年金積立金が英
国の機関資本を強化し，会社聞の持株も「機
関(所有)Jの形態を取ることを保証したので
ある。
これらの要素が日本になかったわけではな
いが， より有力な力によって目立たなくされ
ている。アメリカの占領事が， r財閥」解体
計画の下に富裕な家族の資産を奪い，それに
よって個人が産業に投資する能力を，それは
英国に比してすでに格段に弱L、ものであった
が，著しく減少させたのである。 r富の(所
有の〕限界のもつ効果」は，それ故に， 日本
では，特に強く作用した。戦後復興は，資本
を動員し，それを投資に充てる銀行の能力に
依存したのである。日本の株式市場が会社の
16) L. Hannah， Investing in Retiγement， Camb-
ridge Universty Press， 1986. 
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資金調達の上で重要な役割を果たせなかった
事実は，銀行の活動が財閥解体後も集団企業
に残存した構成要素を強化することを意味し
たのである。実に銀行は，クーループのメンバ
ー聞の株式相互持合いの確立を通じて，新し
L、形態の集団組織， i企業集団」を構築し始
めたのである。従って， 日本における会社聞
の持株制度が「法人」資本に基礎を置く非個
人的所有の体系を生み出したのである17)。
英国における個人的所有が，非個人的所有
の形成によって次第に代置され，その間，会
社聞の持株制度は「機関」所有関係の形態を
とった。これが英国だけでなく，英語圏の国
々でも「会社支配」の支配的形態となったの
である18)。私が展開した企業権力についての
修正理論が，非個人的所有の条件の下で，会
社統制を理解するのに役立つかどうかを判定
することがし、まや可能となったのである。
非個人的所有下の経営者と金融家
産業社会の理論が経営者を現代の会社の支
配者とするのに対し，資本主義社会の理論は
金融家を会社の支配者とみる。しかし，それ
ぞれの場合「支配」と「指揮統制」が融合さ
せられていることを意味する。例えば，一族
の支配する企業の運営に経営者が参加する場
合，単に個人的な権力を行使するのではなく，
一族の重役によって課せられ制約に拘束され
る。また，支配と会社の指揮統制とを区別す
ることは，非個人的所有の条件の下での意思
決定を理解する上でもまた基本的であること
を論議したい。このことを例証するために，
17) H. Okumura，官ockholdingsand Monopoly 
Problems in Japan'， Shoken Keizai， 129， 
1979. 
18) J. Scott， Coγ'toγations， Classes， and Capi-
talism， Second Edition， London: Hutchinson， 
1985; J. Scott， 'Ownership and Employment 
C冶ntrol'，in: D. Gallie， ed.， The Sociology 01 
Employment， Oxford; Basil Blackwell， 1988. 
機関資本が支配的である場合，非個人的所有
のとる特定の形態，即ち「星雲状の利害関係の
集合体を通じて行われる支配(controlthrough 
a constellation of interests) Jについての考察
を行L、たL、。
英国と合衆国における現代の会社支配の特
徴を示すために， i星雲状の利害関係の集合
体を通じて行われる支配19)JとLづ概念、を導
入したい。非個人的所有の仕組み中の各企業
は，機関株主の少規模ではあるが，多様なグ
ループによって，支配されている。各グルー
プは支配に必要な株式を所有しているが，協
調して行動する能力も意思もない。特定企業
の機関株主達の緩やかで，あまりまとまりの
ない関係を「星雲」と記述するのがふさわし
い。空に輝く星雲のように「会社の星雲」
(corporate constellation)も形状も境界も暖
昧で，固定していない。ある特定の時点で企
業は支配的な星雲を構成する株主の利害に制
約されるが，ひとつの企業の大株主はかなり
重複して，他の企業の大株主ともなっている。
支配的な株主達はその支配する企業の活動を
制約はするが，競合する利害と統一の欠如が
これらの制約の範囲内では企業にかなりの自
立性を与えている。
「星雲状の利害関係の集合体を通じて行わ
れる支配」とL寸状況の中では，支配は特定
の企業の資本所有を支配している大金融機関
に与えられる。指揮統制は，機関を代表する
取締役やその幹部職員と当該企業の経営者と
によって行使される。これらのグループ聞
の均衡はケースによって異なり，支配の構造
が様々の結果を可能とする。支配的な株主と
金融家とは機関であり，その機関の代理とし
て行動しまたその利害を代表する人々は，個
人的な権限を持つものではなし、。彼等は取る
に足らない者であり，その行動は彼等が代表
する組織構造によって，また他の機関株主や
19) J. Scott， Corporations， Classes， and Capi-
talism， pp. 49-51. 
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金融家の競合する利害によって制約されるの
である。従って，資本主義社会に関するマル
クス主義理論の「金融家」の措き方は，誤解
を招くものである。金融家は個人ではなく，
機関であり，この理由からも，資本が「非人
格化された」ということができる。英国の非
人格的な所有は，同時に支配の非人格的構造
を意味するのである。
このことは，会社の支配の型に必然的に影
響を与える。企業内の指揮統制グループの構
成は支配機関が取締役会に代表を送り込む意
欲と社内重役の自己主張の能力とによって左
右される。ここに上段で論議した二つの構造
的資格を認めることになる。即ち，諸機関の
代表者達に与えられる財務的手段の入手の容
易さと，営業幹部に与えられる役職上の権限
とである。
経営者の権力の本来の源泉は役職について
いることであるが，おそらく考えられる権力
の基礎のうちで最も弱体のものである。それ
は官僚的な管理機構の一部であり，その枠組
の中で個人のイニシァチィヴの範囲は制限さ
れている。ある経営者が，社会的背景や個性
を著しく異にする経営者に交替された場合，
そこでなされる意思決定に重大な影響はない。
勿論， トップ・レヴェルで，特別な洞察力と
能力を持つ経営者が出現して，会社の名声を
挙げることを否定するものではない。私がこ
こで論じている点は，そのような例外的な個
人であってもきびしL、制約の下で機能し，全
く個人の資格で行動するとは考えられないと
いうことである。経営者の個人的な持ち株は
一般的には少なくて，それを権力の基礎とし
て利用する機会は皆無に近い20)。 トップの経
営者に与えられる委任状制度に固有の権限も
この結論を修正することにはならない。その
20)ワインストック卿のように，家族の株式所有
から発する相当の株式を所有する者は，役職に
つくことに固有の「企業家の」権力の残浮に類
するものと理解すべきであろう。
ような権限も役職についていることの直接の
帰結であって，辞任したり，引退したりすれ
ば直ちにその権限も失うのである。辞任以前
に企業のために行使していた権限は，その後
継者に遅滞なく移行するのである。
このことは，株式を所有し，融資を行う金
融機関を代表する者について指摘した論点を
補強するものである。これらの者は機関資本
の経営者であり，すべての経営者と同様に，
その権限を役職によっている。財務的手段の
入手の容易さは彼等の権力の基礎ではなく，
彼等がその下で行動する制約が，決定的介入
への機会に対し制限を加えている。彼等は支
配的な金融機関の代表として取締役会に出席
するのであって，支配者自身としてではない。
影響力を持つのも，彼等が代表する機関内で
果たす役割に基づくものである。例えば，金
融的仲介機関の取締役はその投資部門の実施
する投資計画の細部に関する決定権はなく，
彼等の多くは，機関株主，金融家の共通の利
害のための「御目付役 (watchingbrief) Jと
して取締役会に送り込まれているのである。
支配は機関に授与されていて，特に，機関
の利害はそれを代表する者によって表明され
ているから，企業はその利害に適応しなけれ
ばならなL、と同時にそれぞれの利害の星雲
は，相対立する利害によって悩まされている。
そこで，経営者の自律性に対する「余地」が
創出される。これらの理由から，支配の現実
の型は企業ごとに異なるのである。企業の現
実の統括者は，金融機関を代表する者，経営
権を保有する者とから成る緩やかで，変わり
やすい連立を結ぶ人々である。そして会社の
指揮統制の上で達成し得る自律性は，支配の
構造によって制限されるのである。ある条件
の下では経営幹部は支配権の多くを強奪し，
そこで専制的に指揮統制することが可能かも
しれないが，取締役会に金融機関から派遣さ
れた者による機関支配の主張，再主張によっ
て制肘されるであろう。大会社を指揮統制す
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る者が個人的な力を顕著に行使するものと見
てはいけない。
非個人的所有によってとられる形態は異な
るにしても，日本においても同様のことが妥
当する。企業集団内の経営者は，ク@ループ・
メンバーを結び付けている持株制度によって
財務上の諸手段を手に入れることが容易にな
っている。例えば，社長会を通じて，最高経
営者役はグループの全持株の議決権を動員す
ることができる。しかし，英国の制度と同様
に，財務的諸手段の入手の容易さは役職につ
いていることの結果である。日本で会社を統
括する「経営者Jは，特定の支配構造の代表
者としてのみそうするのである。日本では，
支配はグループ全体の構造の中に与えられて
し、るのであり，特定の人物がそのグループの
代表者として支配力を行使するのである。
結論
限定条件を付けないで，従来の統括者とい
う範曙を用いることは誤解を生ずると私は信
じてし唱。統括者として経営者，金融家を論
ずるにあたって， r非人格化した」占有の構造
は，権力の「人格的」概念によって理解され
なければならないことを意味する。経営者と
金融家とは，厳しく行動を制約された代理人
にすぎないのであって，そのことは，彼等が
奉仕する機関や会社の内部の役職に就いてい
ることに究極的には依拠していることを認識
しなければならない。個人的占有の仕組みの
中では， r企業家」と「経営者」との聞の指
揮統括をめぐる闘争について論じ，その闘争
によって彼等がどの程度権力を獲得したかと
叙述することは正当である。しかし非個人的
所有の仕組みの中では，権力は殆ど完全に非
人格化されている。そのような状況の下では
「誰が」会社を支配するかと尋ねることは誤
りである。支配は非人格的な金融上の利害関
係に付与されているのであるが， しかし，そ
れらの権力はそれを代表する人聞を通じての
み行使されるのである。権力の行使される範
囲は，取締役や最高経営者の選択によって決
定されるのであって，被支配企業の経営者に
支配権の侵害を許すのもこの選択である。し
かし，支配者を代表する者は，支配権そのも
のを行使するために，直接介入のできる選択
権を保有している。
英国と合衆国の経済において， r支配」と
「指揮統括」の区別は， ミンツとシュワルツ
とが示した「自由裁量による意思決定」と
「制度的制約」との区別に関連している21)0
「自由裁量による意思決定」を行う者は，彼
等の主張によれば，必ず制約諸条件の下で行
う。そして，その一つの局面は支配の非人格
的構造である。意思決定者たる統括者は，企
業に課せられた制約を評価し，取るべき最適
戦略についての判断に到達する。そのような
制約を通じて，意d思決定に直接係わることも
無く支配が実現される。ミンツとシュワルツ
は，企業の戦略的行動はその置かれた環境構
造を変化させ，彼等がその枠組の中で行動す
る制約の型を変化させると論じている。彼等
は，これを制約と自由裁量の弁証法と呼んで
L、る。勿論，英国と合衆国における金融仲介
業者の戦略的行動は，企業がその枠組の中で
行動する制約を決定する上で，最も大きL、影
響力を与えるものである。これこそが， ミン
ツとシュワルツとが「金融的覇権 (financial
hegemony)Jと呼んだものの主要な基礎であ
るι 金融機関は，それ自身の行動によって，
他のすべての企業がその条件の下で行動しな
ければならない諸条件を決定することができ
るのである22)。
我々は極めて複雑な状況に直面していて，
「誰が企業を支配するのか」とL、った質問は
21) B.恥1intzand M. Schwartz， The Power 
Structure 01 American Business， University 
of Chicago Press， 1985， pp. 3-16. 
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余りにも単純過ぎる。会社支配は，常に，必
ず，特定の人物によって行使されるものであ
るが，非人格的所有の仕組みの場合，その個
人的手腕ではなく，彼等を雇用する組織の代
表者として行動するものである。現代の企業
に関して，適切な経済理論を展開することを
希望するのであれば，企業の意思決定に関し
て，適切な社会学的理論を構築し始めなけれ
ばならない。私は，そのような意思決定に関
する理論の基礎として， i支配」と「指揮統
制」とを区別することを提案しているのであ
る。 i誰が企業を支配するのかJといった質
問は再構成されなければならない。非人格的
占有の条件の下で，我々は「支配者の利害を
代表する者と彼等が支配する企業とによって
L、かに支配権が行使されているか」を尋ねな
ければならない。恐らしその質問は経営者
支配論に対するマルクス主義者の批判ほどき
びきびしたものではないが，少なくとも，現
実的な回答を可能にするであろう。
22)私が定義したような支配は，企業が行動する
場合の制約の全構造の一局面に過ぎないことを
指摘することが大切であろう。その他の制約は
(金融的覇権の型を強化する〕銀行の貸付業務
からのもの，商業的関係，個人的関係からのも
のがある。政治的制約のような要素は特に指摘
するものでもない。商業的諮関係，資本諸関係，
個人的諸関係については，今回の講演の一つで
ある下記の報告の中で論じている。 J.Scott， 
‘Social Network Analysis and intercorporate 
Relations' 
訳者後書き
本稿は，日本学術振興会の招聴によって来
日された英国レスター大学，社会学教授，ジ
ョン・スコット博士が， 1988年5日17日午後，
立教大学においてなされた特別講演の全訳で
ある。訳者は， 1959年から二カ年にわたって
レスター大学に留学したことがあり，その誼
みでスコット博士の講演の通訳をするように
との経済学部高橋昭三教授の強L、御要請に，
専門を全く異にするがお引受した次第である。
講演会の後に，他大学から参加された先生
方，経済学部の先生方，そして大学院の諸君
とともに，ファカルテイ・セミナーを聞く機
会が与えられ，討論が大変活溌に行なわれた。
その時にスコット博士自身が明らかにされた
ところであるが，本講演は，博士が極く最近
到達されたもので，未発表の内容である。特
にマックス・ヴェーパーの Interessenlageと
L、う用語の英訳 constellationof intrestsを
用いての議論の展開，さらに「支配(control)J
と「指揮統制 (rule)Jの区別はその最たるも
のであろう。
訳稿については，高橋昭三教授が目を遇し
て下さり，特に経営学上の専門用語について
念入りに吟味して下さり，また様々の御助言
を下さった。このことの故に，また，新進気
鋭の研究者とかつての曽遊の地について共通
の話題を楽しむ機会を与えられた故に，高橋
教授に御盟申し上げたい。また注に載せられ
た著書の訳書については大学院博士課程の後
期課程の湯沢直樹君のお世話になったことを
特記しておきたい。
(1988年6月26日〉
